
１　目的

２　第１号被保険者数

第９期
R元 R2 R3 R4 R5 R6

合計（人） 21,716 22,067 22,245 22,390 22,536 22,652
前期高齢者（人） 11,274 11,368 11,069 10,811 10,554 10,714
後期高齢者（人） 10,442 10,699 11,176 11,579 11,982 11,938
合計（人） 21,770 22,099 22,342 22,473 22,494 22,541
前期高齢者（人） 11,254 11,410 11,647 11,272 10,828 10,384
後期高齢者（人） 10,516 10,689 10,695 11,201 11,666 12,157
合計（％） 100 100 100 100 100 100
前期高齢者（％） 100 100 105 104 103 97
後期高齢者（％） 101 100 96 97 97 102

３　認定者数と認定率

認定者数の年単位の計画と実績
第９期

R元 R2 R3 R4 R5 R6
合計（人） 3,792 3,958 3,706 3,800 3,890 3,818
要支援認定者（人） 865 931 719 738 749 610
要介護認定者（人） 2,927 3,027 2,987 3,062 3,141 3,208
合計（人） 3,558 3,605 3,596 3,643 3,759 3,869
要支援認定者（人） 704 700 650 610 618 663
要介護認定者（人） 2,854 2,905 2,946 3,033 3,141 3,206
合計（％） 94 91 97 96 97 101
要支援認定者（％） 81 75 90 83 83 109
要介護認定者（％） 98 96 99 99 100 100

第９期
R元 R2 R3 R4 R5 R6

合計（%） 17.5 17.9 16.7 17.0 17.3 16.9
要支援１（%） 2.0 2.2 1.5 1.5 1.5 1.2
要支援２（%） 2.0 2.0 1.7 1.8 1.8 1.5
要介護１（%） 4.7 4.9 4.6 4.7 4.8 4.8
要介護２（%） 2.7 2.8 2.7 2.8 2.8 2.9
要介護３（%） 2.2 2.2 2.1 2.2 2.2 2.2
要介護４（%） 2.3 2.2 2.5 2.5 2.6 2.9
要介護５（%） 1.6 1.6 1.5 1.5 1.5 1.4
合計（%） 16.3 16.3 16.1 16.2 16.7 17.2
要支援１（%） 1.5 1.5 1.4 1.2 1.3 1.4
要支援２（%） 1.8 1.7 1.5 1.5 1.5 1.6
要介護１（%） 4.5 4.6 4.7 4.7 4.8 5.1
要介護２（%） 2.7 2.6 2.6 2.7 2.9 2.9
要介護３（%） 2.1 2.1 1.9 2.0 2.1 2.0
要介護４（%） 2.3 2.4 2.6 2.6 2.8 2.9
要介護５（%） 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3
合計（％） 94 91 97 96 97 102
要支援１（％） 73 65 94 82 84 112
要支援２（％） 90 86 87 83 82 107
要介護１（％） 96 93 101 100 100 106
要介護２（％） 98 95 96 99 102 98
要介護３（％） 98 96 90 92 95 93
要介護４（％） 103 108 104 104 109 101
要介護５（％） 90 88 97 95 91 98

介護給付費等に関するモニタリングについて

　地域包括ケア「見える化」システムを活用し、第１号被保険者数、認定者数、認定率、サービス種別の給
付実績のモニタリングを行い、第９期介護保険事業計画で定めた計画値と実績値の乖離状況を把握するとと
もに、その要因について考察し、もって、本市の保険者機能の強化を図るものである。

第１号被保険者数の実績値と計画値の乖離はほぼない。

第１号被保険者数の年単位の計画と実績
第７期

（出典）実績値：厚生労働省「介護保険事業状況報告」９月月報　計画値：介護保険事業計画にかかる保険者からの報告
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（出典）実績値：厚生労働省「介護保険事業状況報告」９月月報　計画値：介護保険事業計画にかかる保険者からの報告

　第９期計画における認定者数は、第７・８期計画と比較して乖離が小さくなっているものの、要支援認定
者数が実績が上回る形で乖離が大きくなっている。また、介護度別の認定率を見ると特に要支援１の乖離が
大きくなっている。この要因としては、第８期までの減少傾向で計画を策定しているが被保険者数の増加に
伴い要支援者数が増加していることが要因である。
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４　給付費

第９期
R元 R2 R3 R4 R5 R6

合計（円） 5,213,063,000 5,458,354,000 5,448,949,000 5,568,615,000 5,718,149,000 5,904,797,000

在宅サービス（円） 2,838,928,000 3,045,617,000 2,764,833,000 2,848,289,000 2,964,607,000 3,111,404,000

居住系サービス（円） 604,446,000 619,137,000 650,741,000 668,835,000 681,456,000 722,498,000

施設サービス（円） 1,769,689,000 1,793,600,000 2,033,375,000 2,051,491,000 2,072,086,000 2,070,895,000

合計（円） 5,087,652,863 5,225,137,708 5,414,302,112 5,462,345,646 5,615,429,823 5,683,576,002

在宅サービス（円） 2,634,250,296 2,661,694,008 2,761,539,367 2,797,479,507 2,921,349,097 3,014,190,328

居住系サービス（円） 585,911,276 603,178,136 650,089,663 689,800,798 694,580,021 708,084,206

施設サービス（円） 1,867,491,291 1,960,265,564 2,002,673,082 1,975,065,341 1,999,500,705 1,961,301,468

合計（％） 98 96 99 98 98 96

在宅サービス（％） 93 87 100 98 99 97

居住系サービス（％） 97 97 100 103 102 98

施設サービス（％） 106 109 98 96 96 95

　給付費の実績値と計画値の乖離はほぼない。

第７期

（出典）実績値：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報
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　　　　計画値：介護保険事業計画にかかる保険者からの報告

※　在宅サービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、
　　　　　　　　　短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、住宅改修、
　　　　　　　　　居宅療養管理指導、介護予防支援・居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看
護、
　　　　　　　　　認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護※　居住系サービス：特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、
　　　　　　　　　　地域密着型特定施設入居者生活介護

※　施設サービス：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、
　　　　　　　　　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
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